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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

中間連結会計期間
第29期

中間連結会計期間
第28期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 （千円） 5,749,049 5,711,013 11,800,312

経常利益 （千円） 432,773 384,225 951,622

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 249,684 202,876 550,856

中間包括利益又は包括利益 （千円） 281,795 232,645 614,759

純資産額 （千円） 10,725,178 10,883,173 11,058,142

総資産額 （千円） 12,389,975 12,778,417 13,185,216

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 10.04 8.16 22.15

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 82.8 81.5 80.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 715,790 515,548 2,089,136

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △284,381 △231,211 △617,285

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △466,134 △426,286 △500,156

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 6,826,280 7,690,750 7,832,699

（注）１．当社は、中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、緩やかな回復基調を維持したものの、世界的な金利高止まりや中国

経済の減速、ウクライナ情勢などの地政学的リスクが企業活動や消費者心理に影響を及ぼし、先行き不透明な状況が

続きました。インターネット業界においては、生成AIの活用が進展し、コンテンツ制作や業務効率化を含む、DX（デ

ジタルトランスフォーメーション）による新たな価値創出が期待される一方、IT人材不足やレガシーシステムの課題

も依然として残っています。

　こうした環境下、当社グループは動画ソリューション事業において、企業・団体の情報発信ニーズに応えるべく、

インターネットライブ配信、オンデマンド動画配信、関連するシステム開発・運用受託等のサービス提供を継続しま

した。主力サービスである「ライブ中継サービス」や「J-Stream Equipmedia」を中心に、顧客の多様なニーズに対

応した提案活動を強化しました。

 

　販売面においては、前中間連結会計期間に引き続き、医薬業界のEVC（Enterprise Video Communication）領域、

医薬業界以外の事業会社のEVC領域、放送業界を中心としたOTT領域の三つの区分において営業活動を展開しました。

 

　EVC領域（医薬）においては、Web講演会用途のライブ配信や集客広告などの関連業務の受注が継続しているもの

の、薬価改定や製剤の上市状況の影響により、製薬企業のDX投資にばらつきが見られました。当社大口取引先におい

ては外資系企業の需要が比較的安定して推移したものの、内資系企業では前年を下回る需要となる企業が多く見られ

ました。当社グループでは、データ分析ツール「WebinarAnalytics」や生成AIを活用した字幕生成などの映像施策の

提案、グループ会社による専門性の高いコンテンツ制作を組み合わせ、独自ルートでの案件獲得に努めました。Web

等制作は比較的順調に推移しましたが、代理店経由の高単価案件の減少によりライブ配信案件の平均単価が下落した

ほか、映像制作案件の減少も重なり、領域全体としては前年同期を下回る結果となりました。

 

　EVC領域（医薬以外）においては、イベントのリアル回帰が進む一方で、動画との併用や、企業・団体内部での動

画利用が進んでいます。当社グループでは、教育・情報共有を目的とした動画活用事例の開拓に加え、社内外向けの

ウェブセミナーやオンラインイベント関連の受注獲得に注力しました。６月に需要が集中するバーチャル株主総会関

連受注については、上場廃止やリアルとのハイブリッド開催に伴う運営負担の増加等の要因から市場全体で実施企業

が減少しました。その結果、当該分野の売上は前年同期を若干下回る実績となりました。その他の用途においては、

顧客のWebサイトシステムの構築や社内チャンネルの構築、映像制作の大口受注などがありました。一方で、前年に

比較的大口の受注があったメーカー等による販促・社内イベント関連の需要が減少したことから、EVC領域全体とし

ては前年同期をやや下回る結果となりました。

 

　OTT領域においては、放送・メディア業界におけるシステム開発、サイト運用、関連する制作・運用業務、ならび

に配信ネットワークの売上が中心となりました。顧客各社の動画配信サービスの拡大を背景に、当該領域ではシステ

ム開発や高度なノウハウを必要とする運用業務に対して、引き続き高い需要がみられました。当中間連結会計期間に

おいては、前年に納品したシステム機器関連の運用案件や、配信システム更新に伴うシステム開発、視聴用アプリ

ケーションの保守業務などにより、売上が伸長しました。放送局や専門チャンネル事業者に対するネットワーク売上

について一部顧客に減少があったことに加え、前年のシステム機器の大口納品の反動もあり、前年同期の売上は下

回ったものの、定常的受注を中心にOTT領域全体としては堅調な結果となりました。

 

　費用面においては、新卒を除く新規増員採用を抑制し、経費の節減および組織運営の効率化に注力しました。サー

ビス開発に伴うソフトウエアを中心とした償却費や、クラウドサービス利用の拡大に伴うロイヤリティ支出の増加は

あったものの、ライブ関係の合理化や原価低減策が奏功したことに加え、グループ会社を中心に内製比率の高い制

作・サービス売上が順調であったこともあり、売上総利益率は前年同期比で0.7ポイント改善しました。販売費及び

一般管理費については、営業支援にかかる費用、販売促進費、社内業務システムのライセンス費用、グループ会社の

オフィス関連費用などが増加しました。
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　以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、連結売上高5,711百万円（前年同期比0.7％減）、連結営業利益361百

万円（前年同期比12.3％減）、連結経常利益384百万円（前年同期比11.2％減）、親会社株主に帰属する中間純利益

202百万円（前年同期比18.7％減）となりました。

 

　なお、2025年９月30日開催の取締役会において、株式会社アイ・ピー・エルHDの全株式を取得し、その完全子会社

である株式会社アイ・ピー・エルとともにグループ会社とする旨を決議いたしました。今後両社は合併手続きを行

い、改めて株式会社アイ・ピー・エルとして2025年11月から連結の範囲に組み入れる予定です。

 

(2) 財政状態の状況

　（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は10,207百万円となり、前連結会計年度末に比べ231百万円減少いたしま

した。これは主に流動資産その他に含まれる前払費用が増加したものの、受取手形、売掛金及び契約資産が減少し

たことに加え、法人税及び配当金の支払いにより現金及び預金が減少したことによるものであります。固定資産は

2,570百万円となり、前連結会計年度末に比べ175百万円減少いたしました。これは主に有形及び無形固定資産が減

少したことによるものであります。

　この結果、総資産は12,778百万円となり、前連結会計年度末に比べ406百万円減少いたしました。

 

　（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は1,751百万円となり、前連結会計年度末に比べ226百万円減少いたしま

した。これは主に未払法人税等が減少したことによるものであります。固定負債は144百万円となり前連結会計年度

末に比べ５百万円減少いたしました。

　この結果、負債合計は1,895百万円となり、前連結会計年度末に比べ231百万円減少いたしました。

 

　（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は10,883百万円となり、前連結会計年度末に比べ174百万円減少いたし

ました。これは主に親会社株主に帰属する中間純利益202百万円の計上や配当金の支払348百万円によるものであり

ます。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ

864百万円増加し、7,690百万円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、515百万円の収入（前年同期比28.0％減）となりました。これは主に税金

等調整前中間純利益384百万円の計上、減価償却費329百万円の計上などの資金の増加要因があったことによるもので

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、231百万円の支出（前年同期比18.7％減）となりました。これは主に有形

及び無形固定資産の取得による支出が229百万円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、426百万円の支出（前年同期比8.5％減）となりました。これは主に配当金

の支払が347百万円あったことによるものであります。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。
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(5) 研究開発活動

　当社グループでは、当社のプラットフォーム本部が中心となり、新サービス開発の前提となるソフトウエアや技

術力のある企業の調査、実証実験、ネットワーク運用実験などを実施してまいりました。当中間連結会計期間にお

ける研究開発費は、22百万円となりました。なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の

状況に重要な変更はありません。

 

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 110,000,000

計 110,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数
（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年11月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,057,400 28,057,400
株式会社東京証券取引所

グロース市場

単元株式数

100株

計 28,057,400 28,057,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 28,057,400 － 2,182,379 － －
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（５）【大株主の状況】

 
 

 
2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式
数
（株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
（％）

トランス・コスモス株式会社 東京都渋谷区東1-2-20 12,512,400 50.32

ＫＤＤＩ株式会社 東京都新宿区西新宿2-3-2 3,045,600 12.25

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 376,133 1.51

楽天証券株式会社 東京都港区南青山2-6-21 234,100 0.94

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505103（常任代理人　株式会社みずほ銀

行）

ONE CONGRESS STREET,SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS（東京都港区港南2-15-1　

品川インターシティA棟）

226,900 0.91

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内2-7-3　東京ビル

ディング
152,746 0.61

川上　英之 大阪府大東市 143,700 0.58

加藤　秀和 東京都大田区 120,700 0.49

Ｊストリーム従業員持株会 東京都港区芝2-5-6 115,800 0.47

住友生命保険相互会社 東京都中央区八重洲2-2-1 115,000 0.46

計 － 17,043,079 68.54
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,191,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,849,400 248,494 －

単元未満株式 普通株式 17,000 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  28,057,400 － －

総株主の議決権  － 248,494 －

 

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社Ｊストリーム
東京都港区芝二丁目

５番６号
3,191,000 － 3,191,000 11.37

計 － 3,191,000 － 3,191,000 11.37

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,432,698 4,290,748

受取手形、売掛金及び契約資産 2,102,992 1,913,615

仕掛品 98,085 113,204

預け金 3,400,001 3,400,001

その他 406,585 491,417

貸倒引当金 △1,181 △1,085

流動資産合計 10,439,180 10,207,903

固定資産   

有形固定資産 399,416 354,316

無形固定資産   

のれん 364,704 311,093

ソフトウエア 1,465,500 1,410,978

その他 6,634 6,486

無形固定資産合計 1,836,839 1,728,557

投資その他の資産   

投資有価証券 8,698 11,018

繰延税金資産 211,319 202,521

その他 300,634 284,973

貸倒引当金 △10,873 △10,873

投資その他の資産合計 509,779 487,639

固定資産合計 2,746,035 2,570,514

資産合計 13,185,216 12,778,417

負債の部   

流動負債   

買掛金 20,491 9,307

１年内返済予定の長期借入金 1,500 1,500

未払金 590,753 511,870

未払法人税等 278,344 175,735

賞与引当金 98,458 90,893

その他 988,226 961,894

流動負債合計 1,977,774 1,751,201

固定負債   

長期借入金 4,125 3,375

退職給付に係る負債 18,213 15,539

資産除去債務 103,503 103,901

その他 23,456 21,226

固定負債合計 149,299 144,042

負債合計 2,127,073 1,895,243

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,182,379 2,182,379

資本剰余金 3,899,515 3,899,515

利益剰余金 4,786,382 4,641,129

自己株式 △306,115 △306,115

株主資本合計 10,562,162 10,416,909

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,531 2,060

その他の包括利益累計額合計 1,531 2,060

非支配株主持分 494,449 464,203

純資産合計 11,058,142 10,883,173

負債純資産合計 13,185,216 12,778,417
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 5,749,049 5,711,013

売上原価 3,550,768 3,489,580

売上総利益 2,198,281 2,221,432

販売費及び一般管理費 ※ 1,785,382 ※ 1,859,505

営業利益 412,898 361,926

営業外収益   

受取利息 9,462 17,896

その他 12,723 6,940

営業外収益合計 22,185 24,836

営業外費用   

支払利息 725 895

支払保証料 1,404 1,504

その他 181 138

営業外費用合計 2,311 2,538

経常利益 432,773 384,225

特別損失   

固定資産除却損 0 28

特別損失合計 0 28

税金等調整前中間純利益 432,773 384,196

法人税、住民税及び事業税 146,807 143,557

法人税等調整額 4,095 8,524

法人税等合計 150,903 152,081

中間純利益 281,870 232,115

非支配株主に帰属する中間純利益 32,185 29,239

親会社株主に帰属する中間純利益 249,684 202,876

 

【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 281,870 232,115

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △74 529

その他の包括利益合計 △74 529

中間包括利益 281,795 232,645

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 249,610 203,405

非支配株主に係る中間包括利益 32,185 29,239
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 432,773 384,196

減価償却費 324,901 329,442

のれん償却額 71,703 53,610

賞与引当金の増減額（△は減少） △9,497 △7,565

貸倒引当金の増減額（△は減少） △45 △96

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 545 △2,674

有形及び無形固定資産除却損 0 28

受取利息及び受取配当金 △12,355 △17,961

支払利息 725 895

売上債権の増減額（△は増加） △22,980 189,377

棚卸資産の増減額（△は増加） △52,828 △25,424

その他の資産の増減額（△は増加） △89,913 △59,182

仕入債務の増減額（△は減少） 40,502 △11,183

未払金の増減額（△は減少） △142,387 △76,361

その他の負債の増減額（△は減少） 116,310 △20,203

その他 △665 △255

小計 656,789 736,644

利息及び配当金の受取額 12,416 17,934

利息の支払額 △820 △895

法人税等の支払額 △41,660 △238,629

法人税等の還付額 89,066 494

営業活動によるキャッシュ・フロー 715,790 515,548

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △65,597 △30,527

無形固定資産の取得による支出 △244,864 △199,016

敷金及び保証金の差入による支出 △1,404 △501

敷金及び保証金の回収による収入 71,932 350

投資有価証券の取得による支出 △1,247 △1,516

資産除去債務の履行による支出 △43,200 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △284,381 △231,211

財務活動によるキャッシュ・フロー   

借入金の返済による支出 △875 △750

リース債務の返済による支出 △38,569 △18,621

配当金の支払額 △396,679 △347,429

非支配株主への配当金の支払額 △30,009 △59,484

財務活動によるキャッシュ・フロー △466,134 △426,286

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △34,724 △141,948

現金及び現金同等物の期首残高 6,861,005 7,832,699

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 6,826,280 ※ 7,690,750
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

従業員給与 469,405千円 479,378千円

賞与引当金繰入額 16,919 17,826
 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
至 2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

現金及び預金勘定 3,826,277千円 4,290,748千円

預け金勘定 3,000,002 3,400,001

現金及び現金同等物 6,826,280 7,690,750
 
 
 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月26日

定時株主総会
普通株式 397,861 16.0 2024年３月31日 2024年６月27日 利益剰余金

 
 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 348,128 14.0 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　当社は単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

プラットフォーム 3,171,872

プラットフォーム以外 2,577,177

外部顧客への売上高 5,749,049

 

当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

プラットフォーム 3,154,636

プラットフォーム以外 2,556,377

外部顧客への売上高 5,711,013

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

　１株当たり中間純利益 10円04銭 ８円16銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 249,684 202,876

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
249,684 202,876

普通株式の期中平均株式数（株） 24,866,338 24,866,338

 （注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

取得による企業結合

当社は、2025年９月30日開催の取締役会において、株式会社アイ・ピー・エルHD（以下、アイ・ピー・エルHD）の

全株式を取得し、子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2025年11月４日付で全株式を

取得いたしました。

なお、本株式取得に伴い、アイ・ピー・エルHDの子会社である株式会社アイ・ピー・エル（以下、アイ・ピー・エ

ル）は、当社の孫会社となります。

（１）企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

イ．被取得企業の名称：株式会社アイ・ピー・エルHD

事業の内容　　　：動画配信事業を展開する株式会社アイ・ピー・エルの持ち株会社

ロ．被取得企業の名称：株式会社アイ・ピー・エル

事業の内容　　　：動画配信サービスの提供、コンピュータソフトウェアの開発、技術者派遣・受託事業

② 企業結合を行った主な理由

　アイ・ピー・エルHDは、動画配信事業を展開するアイ・ピー・エルの株式を100％保有する純粋持ち株会

社です。アイ・ピー・エルは、「IT・エンタメ・ AIの融合で新たなビジネスを創造する」というミッショ

ンを定め、現在、会員・社員限定の動画配信が可能な、高機能動画配信システム・プラットフォーム「クラ

ストリーム」の開発・販売を主業務としております。同サービスは、稼働実績・安定した品質・使いやすい

ユーザインタフェースなど、動画配信システムとしてトップレベルのセキュリティ・機能性を実現していま

す。また、閲覧履歴管理、ログ記録などビジネス利用に適した機能も標準で搭載しています。

　今回、アイ・ピー・エルのサービスや保有する動画・AIに関する技術ノウハウは、当社が保有する配信イ

ンフラや関連する技術ノウハウ、営業力との親和性・相乗効果が高いと判断し、子会社化を目的としたア

イ・ピー・エルHDの取得を決定しました。今後、両社技術の相互活用とサービスへの組み込みを進めるとと

もに、Jストリームのリソースを活かした営業展開・管理面の支援等を通じて、新たな市場の効率的な獲得

に向け協業を進めてまいります。

③ 企業結合日

2025年11月４日（株式取得日）

④ 企業結合の法的形式

現金による株式取得

⑤ 結合後企業の名称

変更ありません。

⑥ 取得する議決権比率

100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。

 

（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

株式取得の相手先の意向及び当事者間の守秘義務により非開示としておりますが、第三者によるデューデリ

ジェンスの結果を勘案し決定しております。

 
（３）主要な取得関連費用の内容及び金額

　アドバイザリー費用等（概算額）50百万円

 

（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　現時点では確定しておりません。

 

（５）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

　現時点では確定しておりません。

 

 

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025 年 11 月 5 日

株式会社Ｊストリーム

取　締　役　会　御　中

 

PwC Japan有限責任監査法人

　　　　　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴　木　直　幸

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 八　木　正　憲

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1 項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Ｊ

ストリームの 2025 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025 年 4 月 1 日

から 2025 年 9 月 30 日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社Ｊストリーム及び連結子会社の 2025 年 9 月 30 日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
 
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間
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連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。
 
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　 上

 

 

　（注）1．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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